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令和３年１月２７日 

令和元年経済センサス-基礎調査 結果の概要 

 

 

総務省統計局から、我が国の全産業の事業所の活動状況等を把握する「令和元年経済センサス-

基礎調査」の結果が公表されました。本市の概要は次のとおりです。 

 

 

１ 民営事業所数 

本市の民営事業所数は22,883事業所で、直近の調査「平成28年経済センサス-活動調査」（以

下「28年活動調査」という。）と比べると10.0％増加している。 

 

表１ 民営事業所数（令和元年、平成28年） 

令和元年 平成28年 増減 増減率(%) 富山県に占める

(基礎調査) (活動調査) (R元-H28) (R元/H28) 割合(%)
富山市 22,883 20,803 2,080 10.0 40.6
富山県 56,293 52,660 3,633 6.9 -  

※事業内容等不詳の事業所を含む。※28年活動調査は、平成28年６月１日に実施。 

 

２ 民営事業所の活動状態 

民営事業所を活動状態別にみると、存続事業所は19,374事業所（総数に占める割合84.7％）、

新規把握事業所は3,509事業所（同15.3％）となっている。 

休業事業所は474事業所、廃業事業所は2,327事業所となっている。 

 

表２ 活動状態別民営事業所数（令和元年） 

存続事業所
総数に占める

割合(%)
新規把握
事業所

総数に占める

割合(%)

富山市 22,883 19,374 84.7 3,509 15.3 474 2,327
富山県 56,293 49,394 87.7 6,899 12.3 1,061 5,163

総数
(存続・新規把握)

休業事業所 廃業事業所

 

・存続事業所 

 28年活動調査で調査された事業所及び28年活動調査の後に行政記録情報から把握された事業所のうち、元年基 

礎調査で調査され、継続的に経済活動を行っている事業所をいう。 

・新規把握事業所 

 元年基礎調査で新たに把握され、継続的に経済活動を行っている事業所をいう（他の場所から現在の場所へ移転 

してきた事業所も含まれる）。 

・休業事業所 

 元年基礎調査で調査された事業所のうち、休業している事業所をいう。 

・廃業事業所 

 28年活動調査で調査された事業所及び28年活動調査の後に行政記録情報から把握された事業所のうち、元年基 

礎調査の調査日時点で存在しなかった事業所をいう（他の場所へ移転した事業所も含まれる。） 
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３ 新規把握事業所（民営事業所）の状況 

  ※元年基礎調査では、新規把握事業所についてのみ、産業分類、従業者数などを調査している。 

（１）産業分類別事業所数・従業者数 

新規把握事業所（民営事業所）を産業大分類別にみると、「卸売業、小売業」が最も多く 348

事業所（合計に占める割合18.6％）、次いで「不動産業、物品賃貸業」で238事業所（同12.8％）、

「サービス業（他に分類されないもの）」で 211 事業所（同 11.3％）などとなっている。また、

従業者数をみると「サービス業（他に分類されないもの）」が最も多く 2,841 人（合計に占める

割合18.9％）、次いで「卸売業、小売業」で2,659人（同17.7％）などとなっている。 

 

表３－１ 新規把握事業所（民営）の状況（産業大分類別事業所数・従業者数）（令和元年） 

事業所数
合計に占める

割合(%)

従業者数
(人)

合計に占める

割合(%)

合計 1,866 100.0% 15,003 100.0%
農林漁業(個人経営を除く) 29 1.6% 384 2.6%
鉱業,採石業,砂利採取業 - - - -
建設業 197 10.6% 1,230 8.2%
製造業 62 3.3% 1,129 7.5%
電気・ガス・熱供給・水道業 6 0.3% 66 0.4%
情報通信業 48 2.6% 335 2.2%
運輸業,郵便業 23 1.2% 385 2.6%
卸売業,小売業 348 18.6% 2,659 17.7%
金融業,保険業 29 1.6% 169 1.1%
不動産業,物品賃貸業 238 12.8% 870 5.8%
学術研究,専門・技術サービス業 148 7.9% 702 4.7%
宿泊業,飲食サービス業 153 8.2% 1,493 10.0%
生活関連サービス業,娯楽業 150 8.0% 528 3.5%
教育,学習支援業 87 4.7% 471 3.1%
医療,福祉 136 7.3% 1,728 11.5%
複合サービス事業 1 0.1% 13 0.1%
サービス業(他に分類されないもの) 211 11.3% 2,841 18.9%

産業大分類

 
※必要な事項の数値が得られた事業所を対象に集計。 

（２）経営組織別事業所数・従業者数 

  新規把握事業所（民営事業所）を経営組織別にみると、「個人経営」は418事業所（合計に占

める割合22.4％）、法人は1,409事業所（同75.5％）となっており、法人のうち「会社」は1,190

事業所（同63.8％）となっている。また、従業者数をみると、「個人経営」は1,165人（合計に

占める割合7.8％）、「法人」は13,722人（同91.5％）となっており、法人のうち「会社」は11,470

人（同76.5％）となっている。 

 

表３－２ 新規把握事業所（民営）の状況（経営組織別事業所数・従業者数）（令和元年） 

事業所数
合計に占め

る
割合(%)

従業者数
(人)

合計に占める
割合(%)

合計 1,866 100.0% 15,003 100.0%
個人経営 418 22.4% 1,165 7.8%
法人 1,409 75.5% 13,722 91.5%

会社 1,190 63.8% 11,470 76.5%
会社以外の法人 219 11.7% 2,252 15.0%

法人でない団体 39 2.1% 116 0.8%

経営組織
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４ 国及び地方公共団体の事業所数（乙調査） 

  国及び地方公共団体の事業所は612事業所で、直近の調査「平成26年経済センサス-基礎調査」

（以下「26年基礎調査」という。）と比べ2.1％減となっている。 

 

 ※28 年活動調査では、「国及び地方公共団体の事業所」は調査していないため、直近の調査は26 年基礎調査と

なる（平成26年７月１日に実施）。 

 

表４ 国及び地方公共団体等の事業所数（令和元年、平成26年） 

令和元年 平成26年 増減 増減率(%) 富山県に占める

(基礎調査) (基礎調査) (R元-H26) (R元/H26) 割合(%)
富山市 612 625 ▲ 13 ▲ 2.1 35.9
富山県 1,707 1,818 ▲ 111 ▲ 6.1 -  

 

 

 

令和元年経済センサス-基礎調査の概要 

 

１．調査目的 

我が国における事業所及び企業の活動状態等の基本的構造を全国及び地域別に明らかにすると

ともに、事業所母集団データベースの整備に資すること 

 

２．調査の対象 

 甲調査…農林漁業に属する個人経営の事業所等を除くすべての事業所 

    （国及び地方公共団体の事業所を除く） 

 乙調査…国及び地方公共団体の事業所 

 

３．基準となる期日又は期間 

 甲調査…令和元年６月１日～令和２年３月31日（富山市では令和元年６月１日～11月30日） 

 乙調査…令和元年６月１日 

 

４．調査の方法 

 甲調査…統計調査員が外観から事業所の活動状態を調査するとともに、新たに把握した事業所に 

は調査票を配布・回収 

 乙調査…総務省、都道府県及び市町村が、各々の事業所へオンラインにより調査票を配布・回収 

 

 

 

利 用 上 の 注 意 

 

１．「新規把握事業所」は、従来用いていた「新設事業所」とは定義が異なる。今回の調査では、 

  法人番号を活用し、国税庁法人番号公表サイトに登録があり、前回までの調査で捉えられてい 

  なかった事業所を調査名簿に追加している。そのため、従来の「新設事業所」よりも幅広に事 

  業所をとらえていることから「新規把握事業所」という名称を使っている。 

 

２．割合（構成比）は小数点以下第２位で四捨五入した。 

 


